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緊急要望項目 回 答 

１．障害の範囲 

 昨年改正された障害者基本法第二条第一項に

規定する「障害者（断続的、周期的なものを含

む）」として、新たな谷間を生むことのない、社

会モデルに基づく包括的規定として下さい。ま

た、今後、関係法の改正・政令等の検討におい

ても、上記の改正・障害者基本法の規定を踏ま

え、新たな谷間を生むことがないようにしてく

ださい。 

 

 新法では、制度の谷間のない支援として、障害者の定義に新たに難

病等を位置付け、障害福祉サービスの対象とすることとしております

が、対象者となる者の範囲については政令で定めることとしておりま

す。 

対象者の範囲については、今後、厚生労働省において、厚生科学審

議会難病対策委員会での議論を踏まえ、施行までに検討すると聞いて

おります。 

また、民主党障がい者ワーキングチーム（ＷＴ）の厚生労働省案に

対する意見（2012 年 2 月 21 日）（以下「ＷＴとりまとめ」）では、「法

の対象となる障害者の範囲を定める政令については、「制度の谷間」を

なくすという基本的考え方に立ち、難病対策全般の見直し等における

専門的・技術的な意見も踏まえて検討すべきこと。」としており、これ

を踏まえた検討を求めてまいります。 

２．支給決定のしくみ 

 ２月８日に示された厚生労働省案に比べ、支

給決定全体への見直しを検討事項で明記してい

ることは評価します。現行の制度の持つ問題点

を解決し、支援ニーズを的確に汲みとることの

できる制度を目指す旨を明記してください。  

  

支給決定の在り方については、新法で、「障害程度区分の認定を含め

た支給決定の在り方（中略）等について検討を加え、その結果に基づ

いて、所要の措置を講ずるものとする。」旨の検討規定を設けるととも

に、検討に当たっては、「障害者及びその家族その他の関係者の意見を

反映させるために必要な措置を講ずる」ことを明記しております。 

また、ＷＴとりまとめでは、「法に基づく支給決定の在り方の検討に

あたっては、個別事情に即した障害者及びその家族の意向を尊重すべ

き」としており、これを踏まえた検討を求めてまいります。  
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緊急要望項目 回 答 

３．支援体系 

（１）パーソナルアシスタント制度の導入に向

けて 

 見守り介助なども含む長時間介助サービスで

ある重度訪問介護が肢体障害者のみに限定され

ています。骨格提言では、障害者の地域生活を

支えるための必須の福祉サービス制度としてパ

ーソナルアシスタント制度の導入と、その段階

的実現のために重度訪問介護の対象者の拡大を

提言しています。第一段階として重度訪問介護

を必要とするすべての障害者が使えるよう法制

化してください。 

 なお、改正障害者基本法第 23 条では、相談支

援業務における意志決定支援への配慮が明記さ

れましたが、それを十分に、かつ日常生活等で

も担保するには、意志決定支援のシステムづく

りが不可欠です。その開発を進めてください。  

 

重度訪問介護については、民主党障がい者ワーキングチーム（ＷＴ）

での強い要望を踏まえ、新法で、対象者を「重度の肢体不自由者その

他の障害者であって常時介護を要するものとして厚生労働省令で定め

るもの」とし、厚生労働省令において、現行の重度の肢体不自由者に

加え、重度の知的障害者・精神障害者にも拡大することとしておりま

す。 

意思決定支援については、２２年改正法で、サービス等利用計画案

において本人の意向等を勘案することを法律上明記するとともに、支

給決定プロセスを見直して、計画案を勘案して支給決定を行う仕組み

といたしました。 

また、新法では、障害福祉サービス事業者や相談支援事業者等の責

務として、その行う支援を「障害者等の立場に立って」行うように努

めなければならないことを明記しております。 
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緊急要望項目 回 答 

３．支援体系 

（２）コミュニケーション支援 

 昨年８月に改正された障害者基本法では、コ

ミュニケーションについて第３条で手話が言語

として明記されるなど、我が国の法体系におけ

る理念が大きく前進しました。そうした前進を

きちんと現実の生活で実感できるようにすべき

です。コミュニケーション支援については、参

政権など国民が享受している権利行使のため基

礎となるというものであるという視点から、全

国共通の仕組み（義務的経費）としてください。 

 

 新法では、身近な場所において必要な社会参加の機会が確保される

よう、市町村が行う地域生活支援事業として「手話通訳等を行う者を

養成する事業」を盛り込むとともに、「手話通訳等を行う者の派遣その

他の聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図るこ

とに支障がある障害者等に対する支援の在り方等について検討を加

え、その結果に基づいて、所要の措置を講ずるものとする」旨の検討

規定を盛り込んでおります。 

なお、引き続き地域生活支援事業の充実や予算の確保に努めてまい

ります。 

３．支援体系 

（３）通訳・介助支援 

 盲ろう者向け通訳介助員派遣事業は地域生活

支援事業のために、支給量の絶対量が少なく、

地域格差が極めて大きい現状にあります。地域

間格差を解消し、どの地域においても必要な支

援を得られるように、盲ろう者の希少性・ニー

ズの多様性から都道府県単位での実施は維持し

た上で、全国共通の仕組み（義務的経費）とし

てください。 

  

新法では、身近な場所において必要な社会参加の機会が確保される

よう、市町村が行う地域生活支援事業として「手話通訳等を行う者を

養成する事業」を盛り込むとともに、「手話通訳等を行う者の派遣その

他の聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図るこ

とに支障がある障害者等に対する支援の在り方等について検討を加

え、その結果に基づいて、所要の措置を講ずるものとする」旨の検討

規定を盛り込んでおります。 

なお、引き続き地域生活支援事業の充実や予算の確保に努めてまい

ります。 
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緊急要望項目 回 答 

３．支援体系 

（４）移動支援の個別給付 

 今回の法律においては、社会モデルの理念規

定を設けるとされています。「他の者（障害のな

い市民）と平等」な社会参加を実現するため、

障害者の基本的権利に関わる移動支援について

も、全国共通の仕組み（義務的経費）としてく

ださい。 

 

 新法では、「常時介護を要する障害者等に対する支援、障害者等の移

動の支援（中略）その他の障害福祉サービスの在り方（中略）等につ

いて検討を加え、その結果に基づいて、所要の措置を講ずるものとす

る」旨の検討規定を盛り込んでおります。 

 なお、引き続き地域生活支援事業の充実や予算の確保に努めてまい

ります。 

３．支援体系 

（５）相談支援の義務的経費化 

 障害者福祉の基礎である相談支援の地域格差

が深刻です。１か所あたりの基礎的必要経費と

個別件数に応じて支払われるサービス利用計画

費とを組み合わせて運営費とし、どちらも義務

的経費としてください。 

 

 ２２年改正法では、計画相談支援・障害児相談支援と地域移行支援・

地域定着支援を法定化し、義務的経費化したところです。 

また、平成２４年度障害福祉サービス等報酬改定の中で、計画相談

支援・障害児相談支援や地域移行支援・地域定着支援については、適

切な評価を行うこととしております。 

  



5 

 

緊急要望項目 回 答 

４．地域移行・地域資源整備の法定化①  

 社会的入院、入所解消のための地域移行促進

を法に明記するとともに、障害者が地域生活を

営む上で必要な社会資源を計画的に整備するた

めの「地域基盤整備 10 カ年戦略」を法定化し策

定してください。 

なお、先般パイロット研究として行われた、

障害者入所施設および精神科病院の入所者・入

院者に対する実態調査は、予算を組み全国調査

を行ってください。 

  

地域移行促進については、２２年改正法により、地域移行支援・地

域定着支援を個別給付化し、本年４月から施行することとしておりま

す。 

障害福祉計画については、新法では、国の基本指針について、以下

の新たな規定を創設するなどしたところです。 
① 「障害福祉サービス、相談支援及び市町村・都道府県の地域生活支援事

業の提供体制の確保に係る目標に関する事項」を定めるものとしたこと 

② 厚生労働大臣は、基本指針の案を作成又は変更しようとするときは、あ

らかじめ、障害者等の意見を反映させるために必要な措置を講じなければ

ならないこと。 

③ 厚生労働大臣は、障害者等の生活の実態、障害者等を取り巻く環境の変

化等を勘案して必要があると認めるときは、速やかに基本指針を変更する

ものとしたこと。 

また、市町村及び都道府県の障害福祉計画についても、以下の新た

な規定を創設するなどしたところです。 
① 市町村の障害福祉計画については、市町村は、客観的な指標に限らず地

域の潜在的なニーズ等も考慮し、作成するよう努めること 

② 市町村・都道府県は、調査・分析・評価を行い、必要があると認めると

きは、障害福祉計画の変更その他の必要な措置を講ずること。 

③ 市町村・都道府県は、計画の作成・変更に当たっては自立支援協議会の

意見を聴くよう努めなければならないが、この協議会の構成員に障害者及

びその家族を含めたこと。 

 

なお、現在、厚生労働省の補助金により、パイロット研究が行われ

ており、その研究成果は本年５月末までに出ると聞いております。 
（参考）平成２３年度厚生労働科学研究（障害者対策総合研究事業） 
研究課題名：障害者入所施設および精神科病院の入所者・入院者に対する全国

実態調査にむけたパイロット研究 
研究代表者：日本社会事業大学 佐藤久夫先生 
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緊急要望項目 回 答 

５．利用者負担 

 収入認定にあたっては、家族依存からの脱却

という観点と合わせて、本人のみの収入として

ください。また、利用者負担で、高額な収入の

ある等利用者負担の発生する場合は、現行の負

担水準を上回らないようにしてください。障害

福祉サービス、補装具、自立支援医療（地域生

活支援事業）、介護保険を合算し、過大な負担と

ならないようにしてください。また、利用者負

担はサービス利用を抑制する効果を生まない範

囲にすべきことを規定してください。  

 なお、コミュニケーション支援については、

その支援の性格から無償としてください。  

 また、施設入所支援における応能負担制度の

導入に際し、特定日常生活費以外は、本人負担

から除外してください。 

  

平成２２年４月から低所得の障害者等の利用者負担を無料として、

実質的に応能負担としております。 

また、２２年改正法では、応能負担であることを法律上も明確化し

たほか、障害福祉サービス等と補装具の利用者負担を合算し、負担を

軽減する仕組みを導入いたしました。 

利用者負担を原則無償とすることや、収入の認定に際して配偶者等

の収入を考慮に入れないことについては、財源の確保状況や医療や介

護など他の制度との整合性・公平性も踏まえた国民的な議論が必要で

あることから、引き続き検討してまいります。 
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緊急要望項目 回 答 

６．権利擁護の法定化 

 相談支援、申請、支給決定、利用を含むすべ

ての段階において、相談支援とは別に、障害者

本人への権利擁護制度を法定化してください。  

  

２２年改正法では、成年後見制度利用支援事業を地域生活支援事業

の必須事業といたしました。 

また、障害者に対する虐待の禁止、国等の責務、虐待を受けた障害

者に対する保護・自立支援のための措置、養護者に対する支援の措置

等を規定した障害者虐待防止法が、今年１０月から施行されました。 

新法では、成年後見制度の利用を促すため、市民後見人等の人材の

育成活用を図るための事業を地域生活支援事業の必須事業とするほ

か、知的障害者につき、成年後見制度の審判請求を行うことが出来る

市町村が、当該制度の利用促進のための体制整備に努めることとする

旨の規定を新たに設けることとしております。 
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緊急要望項目 回 答 

７．報酬 

 支払い方式については、日払いと月払い、そ

れぞれのメリットを活かして、施設系について

は、利用者個別給付報酬＝事業費は日払い、事

業運営報酬＝事務費・人件費は月払いと、日払

いと月払いを組み合わせた形にしてください。

（在宅系については、時間割を維持）  

 また、安定した支援を確保していくために、

常勤換算方式の廃止をお願いします。  

  

報酬の在り方については、医療、介護などの他の制度の取組も参考

としつつ、事業所の経営実態、各サービスの利用実態等の客観的・具

体的なデータに基づいて検討することといたします。 

（参考） 

日払い方式と月払い方式については、それぞれメリット・デメリットが考え

られるが、日払い方式では経営が不安定になってしまうとの指摘については、 

・ 日払い方式の導入に際しての報酬単価の設定に当たっては、利用率を加味

して一定の欠員等にも配慮したこと 

・ 生活介護等の利用者が急に利用を中止した場合や、施設やグループホーム・

ケアホームで生活する者が長期間にわたり入院等した場合の連絡調整や相談

援助を加算で評価していること 

・ 事業者の安定的な経営が図られるよう、定員を超えて利用者を受け入れら

れるようにしていること 

などの取組を行っている。 

また、人員配置基準については、サービスを担保するために必要な最低限必

要なものとして設定しており、非常勤職員も柔軟に活用できる常勤換算方法の

採用により、弾力的な運用も可能としている。 
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緊急要望項目 回 答 

８．長時間介助等の地域生活支援のための財源

措置 

 障がい者ＷＴ意見書における「訪問系サービ

スに関する国庫負担基準については、国と地方

公共団体の役割分担も考慮しつつ、引き続き、

検討すべきこと」との規定を踏まえて、国庫負

担基準超過の有無に関係なく、長時間介助等に

ついて市町村の財政負担を軽減する措置の検討

を早急に行ってください。 

  

新法では、「常時介護を要する障害者等に対する支援、障害者等の移

動の支援（中略）その他の障害福祉サービスの在り方（中略）等につ

いて検討を加え、その結果に基づいて、所要の措置を講ずるものとす

る」旨の検討規定を盛り込んでおります。 

また、ＷＴとりまとめでは、「訪問系サービスに係る国庫負担基準に

ついては、国と地方公共団体の役割分担も考慮しつつ、引き続き、検

討すべきこと」としており、これらを踏まえた検討を求めていく。 

（参考） 

平成２４年度予算案では、２２億円計上し、基金事業で行われていた重度訪

問介護等の利用促進のための支給額が国庫負担基準を超過している市町村への

財政支援を、補助金化して継続実施することとしている。 

  



10 

 

緊急要望項目 回 答 

９．今後の検討における障害当事者参画の保障  

 検討事項二で「政府は、一の検討を加えよう

とするときは、障害者及びその家族その他の関

係者の意見を聞くものとすること」とされてい

ます。権利条約の批准に向けた改正、というこ

と、社会モデルへの転換、ということであれば、

少なくともこの間の障害者制度改革の議論を踏

まえた形で検討することができる協議体が必要

です。制度改革の趣旨にふさわしい検討の場を

設置してください。 

 

 新法では、「常時介護を要する障害者等に対する支援、障害者等の移

動の支援、障害者の就労の支援その他の障害福祉サービスの在り方、

障害程度区分の認定を含めた支給決定の在り方、手話通訳等を行う者

の派遣その他の聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎

通を図ることに支障がある障害者等に対する支援の在り方等について

検討を加え、その結果に基づいて、所要の措置を講ずるものとする。」

旨の検討規定を設けるとともに、検討に当たっては、「障害者及びその

家族その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずる」

こととしており、引き続き検討してまいります。 

１０．工程表の設定等 

 工程表の設定が不可欠と考えますが、それに

際しては具体的な目標や確実な方向性を明示し

てください。また、最終的な制度体系の全体像

がどのようになるか、明示してください。  

 なお、新法の名称については、仮称を含めて、

くれぐれも障害者政策の後退をイメージさせる

ことのないよう特段の注意を払ってください。  

 

 これまでの民主党厚生労働部門会議や障がい者ＷＴで、厚生労働省

より、具体的な工程表が示されており、その工程表において施策を段

階的・計画的に実現していくことが明確にされております。 

新法の名称については、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（障害者総合支援法）」とすることとしており、障

害者施策を着実に推進していくこととなるものと考えております。 

 


